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主 文

１ 被告は 別紙１未払賃金集計表の 氏名 欄記載の各原告に対し 同表の 合， 「 」 ， 「

計」欄記載の各金員及びこれらに対するそれぞれ平成１７年８月２６日から支

払済みまでいずれも年６分の割合による金員を支払え。

２ 訴訟費用は被告の負担とする。

３ この判決は仮に執行することができる。

事実及び理由

第１ 請求

主文同旨

第２ 事案の概要

原告らは被告に雇用され，タクシー乗務員として勤務している。本件は，原告ら

が，被告に対し，有給休暇等の関する賃金の算出方法を一方的に不利益に変更され

たとして，これに伴い支払を受けていない変更前の算出方法による支給額と支給を

受けた額との差額である別紙１未払賃金集計表の「合計」欄記載の各金員及びこれ

らに対するそれぞれ平成１７年８月２６日から支払済みまで商事法定利率年６分の

割合による遅延損害金の支払を求めた事案である。

１ 前提事実（証拠を掲記しない事実は当事者間に争いがない ）。

（１） 当事者

ア 被告は，タクシー事業（タクシー業務適正化特別措置法２条３項のタクシー

事業をいう ）等を目的とする有限会社である。。

イ 原告らは，平成１７年３月ころまでに，被告に雇用され，タクシー運転者と

して勤務している。原告らは，被告にタクシー運転者として勤務する従業員（以下

乗務員 組「 」 。） ， （ 「という で組織する労働組合 自交総連埼玉地方連合会ａ会 以下

」という ）の組合員である。なお，組合は，平成１５年９月１６日に結成され合 。

た。

（２） 原告らの労働条件
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乗務員の労働条件は，採用区分に従い決定されている。

正乗務員 嘱託ア 運転乗務従業員（以下「 」という ）及び嘱託従業員（以下「。

」という ）について乗務員 。

（ア） 正乗務員は，タクシー運転者として雇用された者をいう。嘱託乗務員は，

６０歳の定年に達した正乗務員で再雇用された者及び５５歳以上の者でタクシー運

転者として雇用された者をいい，６か月又は１年ごとに契約が更新される（最長５

年までと定められている 。正乗務員と嘱託乗務員は，期間の点を除き，雇用条。）

件に差異はない。

別紙１未払賃金集計表の番号Ａ－１からＡ－２７までの原告は，正乗務員又は嘱

託乗務員である。

（イ） 正乗務員及び嘱託乗務員の労働時間は，１回の勤務当たり，手待ち時間を

含めて１６時間で，１か月当たり合計１２回の勤務とされている。

正乗務員及び嘱託乗務員の賃金は，別紙２賃金規定（１）のとおり，月間営業収

入を基礎として計算される歩合給制で定まる。上記歩合給制は，月間営業収入の多

寡に応じて歩合率が変動するいわゆる累進歩合給制である。

イ 短時間就労乗務員（以下「 」という ）について定時制乗務員（８勤務） 。

（ア） 定時制乗務員は，６０歳の定年に達した正乗務員で特に短時間勤務を希望

して再雇用された者，嘱託乗務員として一定期間勤務した後に再雇用された者，及

び５５歳以上の者で短時間勤務のタクシー運転者として雇用された者をいい，３か

月又は６か月ごとに契約が更新される。

別紙１未払賃金集計表の番号Ｂ－１からＢ－１２まで，Ｂ－１４及びＢ－１５の

原告は，定時制乗務員（８勤務）である （なお，もと原告のＢ－１３は，訴えを。

取り下げた ）。

（ ） ， ，イ 定時制乗務員の労働時間は 正乗務員及び嘱託乗務員とほぼ同様であるが

勤務回数は，１か月当たり合計８回とされている。定時制乗務員の賃金は，別紙３

賃金規定（２）のとおり，月間営業収入を基礎として計算される累進歩合給制で定
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まる。

ウ １か月当たり合計１６回勤務の短時間就労乗務員について

定時制乗務員 １（ ） （ 「ア １か月当たり合計１６回勤務の短時間就労乗務員 以下 （

」という。また，定時制乗務員（８勤務）と定時制乗務員（１６勤務）を６勤務）

併せて「 」という ）は，就業規則等に定めがなく，当該従業員と被定時制乗務員 。

告との間の契約ないし慣行により労働条件が定められている。

別紙１未払賃金集計表の番号Ｃ－１及びＣ－２の原告は，定時制乗務員（１６勤

務）である。

（イ） 定時制乗務員（１６勤務）の労働時間は，１日の勤務時間が９時間で，月

１６日間勤務することとされている。定時制乗務員（１６勤務）の賃金は，月間営

業収入に一律６３％の歩合率を乗じて計算される，いわゆる一律歩合給制となって

いる。

（３） 年次有給休暇の取扱い及び年次有給休暇取得時の賃金の計算方法（平成１

６年６月１６日当時の実際）

ア 正乗務員及び嘱託乗務員について

年原告らのうち正乗務員及び嘱託乗務員については 法定の年次有給休暇 以下， （ 「

」という ）が付与されてきた。年休取得時の賃金の計算方法は，平成１４年９休 。

月１日までに雇用された乗務員と，同日以降に雇用された乗務員（同日以降に再雇

用された乗務員を含む。以下同じ ）とで異なっていた。。

（ア） 被告は，平成１４年９月１日までに雇用された正乗務員及び嘱託乗務員に

対しては，次の計算方式に従い年休取得時の賃金を支払ってきた。① 前月の営業

収入（前月に年休を取得した場合は，後記の「総営業収入」とする ）の額が５７。

万円以上の者については１日当たり２万円を，５７万円未満の者については，１日

当たり１万５５００円を仮想営業収入として，その月の実際の営業収入に加算する

（以下，加算後の額を「 」という 。なお，正乗務員及び嘱託乗務員の総営業収入 ）

場合，勤務時間の関係から，１回の勤務につき年休を取得すると，２日分の年休を
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取得したものとして取り扱われるから，加算される額は上記の額を２倍した金額に

なる。② 総営業収入をもとに，これを月間営業収入とみなして別紙２賃金規定

仮想営収方（１）のとおり，各従業員の賃金を定める （以下，この計算方式を「。

」という ）式 。

仮想営収方式によった場合，年休を取得した月の賃金は，その月の実際の営業収

入が前月に比べて極端に低いなどの特殊な事情がない限り，労働基準法３９条６項

所定の計算方法（平均賃金，所定労働時間労働した場合に支払われる通常の賃金又

は健康保険法９９条１項に定める標準報酬日額）のいずれと比較しても多くなり，

乗務員に有利な結果となる。仮想営収方式は，平成５年７月２０日，被告の従業員

の集まりであったｂ会と被告の間で締結された協定に基づいており，平成１４年９

月１日までに雇用された正乗務員及び嘱託乗務員との間でも慣行として行われてき

た。

（イ） 被告は，平成１４年９月１日以降に雇用された正乗務員及び嘱託乗務員に

対しては，労働基準法３９条６項所定の平均賃金により，年休取得時の賃金を支払

っていた （以下「 」という ）。 。平均賃金方式

イ 定時制乗務員について

， ， ， 。被告は 定時制乗務員に対し 一切 年休を付与しない違法な取扱いをしていた

（ ） ， ， ，４ 組合と被告は 年休及び年休取得時の賃金の取扱いについて 次のとおり

平成１６年６月１６日付け確認事項と題する書面を取り交わし，その旨の労働協約

を締結した（以下「 」という 。平成１６年６月１６日付け労働協約 。）

ア 制度そのものの改定は行わないが，平均賃金方式によって算定した場合，仮

， 。 ，想営収方式で算定した場合と比べ減収となるときは その差額分を補償する また

仮想営収額を決定するのに用いる総営業収入の額は，実際の営業収入額に仮想営収

額を加算した額を適用する。

イ 対象者は，正乗務員及び嘱託乗務員のうち年休取得時の賃金が平均賃金方式

により算定されている乗務員並びに定時制乗務員とする。
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ウ 実施時期は，平成１６年６月２１日からとする。

エ 平均賃金方式の実施は，平成１６年１２月２１日を目途とする。

（５） 年休の取扱い及び年休取得時の賃金の計算方法（平成１６年６月２１日か

ら平成１７年２月２１日までの状態）

平成１６年６月１６日付け労働協約の実施時期である平成１６年６月２１日以降

の取扱いは次のとおりであった。

ア 正乗務員及び嘱託乗務員

年休取得時の賃金は，すべての乗務員につき，仮想営収方式で算定され，そのと

おり支払われた。

イ 定時制乗務員

定時制乗務員に対し年休が付与されたのは，諸般の事情で，平成１６年８月１２

日以降になった（乙３１ 。組合と被告は，平成１６年８月１９日付け確認事項と）

題する書面で，定時制乗務員については，仮想営業収入として加算すべき額は，前

月の総営業収入の額が３８万円以上の者については１日当たり２万円，３８万円未

満の者については，１日当たり１万５５００円とする旨の労働協約を締結した（以

下「 」という 。平成１６年８月１９日付け労働協約 。）

被告は，平成１６年８月１９日以降，上記労働協約に従い，年休の付与及び年休

取得時の賃金を支払った （なお，被告は，同日以前に年休の申請をした上で休業。

した者に対しても，遡って年休として取り扱い，その分の賃金を支払った ）。

（６） 被告は，平成１６年１２月２１日，原告ら乗務員に対し，賃金の計算方法

を次のとおり変更する旨通知したが，組合がこれに反撥したため，平成１７年１月

２８日に撤回した。

ア 年休取得時の賃金は，平均賃金方式により支払う。

イ 定時制乗務員（８勤務）の歩合率を，５０％とする。ただし，実際の営業収

入額が２８万円に満たない場合４０％とする。

（７） 被告は，平成１７年２月２１日から（３月分賃金から ，原告らの賃金の）
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計算方法を次のとおり変更し，この計算方法による賃金を支給している。

ア 年休取得時の賃金は，健康保険法９９条１項に定める標準報酬日額に相当す

る額を年休手当として支払う（以下「 」という 。健保日額方式 。）

イ 定時制乗務員（８勤務）の歩合率を５０％とする。ただし，実際の営業収入

額が２８万円に満たない場合４０％とする。

（８） 原告らの平成１７年２月分の賃金は，別紙４平成１７年２月分営業収入一

覧表記載のとおりである。

原告らに対し実際に支払われた平成１７年３月分から５月分までの賃金は，別紙

５賃金一覧表Ａ①から③まで，及び同Ｂ及びＣ①から③までの「支給を受けた額」

欄記載のとおりであり，変更算出方法による賃金は，上記各一覧表の「変更前の算

出方法による支給額」欄記載のとおりである（計算結果を含めて争いがない 。。）

２ 争点

（１） 年休取得時の賃金の計算方法を健保日額方式に変更する労働協約が成立し

たか （争点①）。

（２） 定時制乗務員（８勤務）の歩合率が５０％又は４０％に引き下げられたこ

とにつき，正当理由があるか （争点②）。

３ 争点に関する当事者の主張

（１） 争点①（年休取得時の賃金の計算方法）について

（被告）

組合と被告は，平成１６年６月１６日付け労働協約において，平成１６年１２月

２１日以降，平均賃金方式を実施することで合意した。被告は，その後，乗務員の

反撥を考慮し，実施時期を平成１７年２月２１日に延期したものの，同日以降は平

均賃金方式により年休取得時の賃金を支払えば足りる。

したがって，健保日額方式による支払が誤りであることは認めるが，被告は，平

均賃金方式による額を超えて支払義務を負わない。詳細は次のとおりである。

ア 被告は，電話で配車を依頼する顧客を多く抱えており，顧客の待ち時間を減
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らすため，休日においても一定のタクシーを稼働させる必要がある。

一方，休日は，ほかの曜日に比べてタクシー利用者が少なく，実際の営業収入が

年休を取得した場合の仮想営業収入の額に満たない場合が多いことから，休日に年

休を取得して月間の総営業収入の減少を回避する従業員がしばしば見受けられた。

その結果，休日におけるタクシーの稼働率が低下し被告の営業利益を圧迫する大き

な要因となるとともに，顧客の待ち時間を延伸させて迷惑を掛けるおそれがあり，

被告としては，仮想営収方式を廃止する必要があった。

また，埼玉県南部及び近隣地域のタクシー事業者において，仮想営収方式を採用

している業者は，ごくわずかであり，ほかの業者との競争を勝ち抜くためにも仮想

営収方式の廃止が必要であった。

イ 被告は，平成１４年９月１日施行の就業規則において，年休取得時の賃金の

計算方法を平均賃金方式に改め，同日以後に採用した乗務員に対しては，その旨通

知した上で，平均賃金方式により賃金を支払ってきた。一方，平成１４年９月１日

までに採用した乗務員は平均賃金方式の実施に強く反撥しており，被告は，これら

の乗務員に対しては，従前どおり，仮想営収方式による支払を続けてきた。

被告は，平成１６年４月２０日，組合に対し，すべての乗務員との関係で平均賃

金方式を実施すること，急激な収入の減少を防ぐために実施後６か月間は従前どお

りの賃金を補償することを提案した。被告は，その後の団体交渉において，平均賃

金方式により年休取得時の賃金が支払われている乗務員に対しても，６か月間，仮

想営収方式による賃金を支払うことを骨子とする譲歩案を示した。組合は，この譲

歩案を受けて，被告に歩み寄り，平成１６年６月１６日付け労働協約に至った。

なお，平均賃金方式の実施時期につき 「目途」という表現があるのは，被告に，

おいて，乗務員側の状況を判断し，時期尚早と判断した場合，平成１６年１２月２

１日から数か月程度延期することがあり得るという程度の意味である。

ウ （原告らの主張に対する反論）

（ア） 原告らは 「制度そのものの改定は行わない」との文言につき「仮想営収，
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方式を改定せずに継続する」との趣旨であると主張するが，この主張のとおりだと

すると，この文言に続く平均賃金方式で算定する方が仮想営収方式で算定した場合

より賃金は低くなるのだから，仮想営収方式により算定した場合との差額を補償す

るとの条項が意味のない定めになる。被告は，平成１４年９月１日施行の就業規則

において，平均賃金方式を導入しており，上記条項は，この平均賃金方式を改定し

ないという趣旨である。

そもそも，被告は平均賃金方式の実施を求めて組合と交渉を行っており仮想営収

方式を継続し，しかも，これまで平均賃金方式で年休取得時の賃金を支払ってきた

乗務員をもこの対象とするとの合意文書を作成することは，互譲による結果として

もあり得ない内容である。

（イ） 原告らは 「平均賃金方式の実施は，平成１６年１２月２１日を目途とす，

る 」との条項につき，平成１６年１２月２１日までに組合と被告との交渉がまと。

まった場合，平均賃金方式を実施するとの趣旨であると主張する。しかし，組合と

被告との交渉について触れた条項はなく，単に被告において，乗務員側の状況を判

断し，時期尚早と判断した場合には数か月程度延期することがあり得るという程度

の不確定期限を定めた条項である。

（原告ら）

被告が主張する平成１６年６月１６日付け労働協約の解釈は文意に反しており，

すべて否認する。すなわち，

ア いわゆる累進歩合制により賃金を支払うときは，実際の営業収入額に営業収

入額に応じた歩合率を乗じて賃金額が決定されるが，年休を取得すると実際の営業

収入額が減少するため，年休を取得した場合に取得しない場合に比べて賃金が減少

し，年休を取得しにくい状況が生じる。このため，仮想営収方式により賃金を算定

することで，年休を取得しなかった場合と同等の賃金を補償し，年休を取得しやす

くする必要があり，仮想営収方式はそれ自体合理的な制度である。

イ 被告は，平成１４年３月ころから，平均賃金方式を強行しようとし，同年８
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月ころ，就業規則を一方的に原告らに不利に変更した上（なお，従業員代表者との

間の協定は存在しないが，被告は存在すると主張している ，同年９月１日以降。）

に雇用された乗務員に対しては平均賃金方式で年休取得時の賃金を支払ってきた。

原告らは，平均賃金方式の導入に反対する運動を続けてきたが，被告がなおも平

均賃金方式を導入する構えを見せたため，平成１５年９月１６日，組合を結成して

団体交渉を行うことにした。組合と被告の交渉の結果，平成１６年６月１６日付け

労働協約が成立した。この労働協約の趣旨は，次のとおりである。

（ア） 「制度そのものの改定は行わない 「対象者は，正乗務員及び嘱託乗務」，

員のうち年休取得時の賃金が平均賃金方式により算定されている乗務員並びに定時

制乗務員とする 」とあるように，被告が一方的に平均賃金方式による賃金支払を。

続けている乗務員（ 正乗務員及び嘱託乗務員のうち年休取得時の賃金が平均賃金「

方式により算定されている乗務員並びに定時制乗務員 ）に対し，本来の仮想営収」

方式による賃金を支払うことを意味している。

（イ） 「平均賃金方式の実施は，平成１６年１２月２１日を目途とする 」とあ。

るように，平均賃金方式の実施について確定的な時期を定めたものではなく，平成

１６年１２月２１日から平均賃金方式を実施できるよう組合と被告が交渉を続ける

ことを意味している。

ウ なお，被告は，平成１７年５月９日，川口労働基準監督署から，労働者の過

半数で組織する労働組合との書面による協定がないにもかかわらず，年休取得時の

賃金を健保日額方式で支払うことにした点について是正勧告を受けた。被告は平成

１７年７月９日，川口労働基準監督署に対し，労働者の過半数で組織する労働組合

との書面による協定が存在しないことを認め，従前の基準に戻すとの是正報告書を

提出しており，本件における主張と異なる報告をしている。

（２） 争点②（定時制乗務員（８勤務）の歩合率引下げ）について

（被告）

定時制乗務員（８勤務）に対する賃金の歩合率は，正乗務員及び嘱託乗務員に比
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べ，高く設定してきた（別紙２賃金規定（１）及び別紙３賃金規定（２）参照 。）

これは，定時制乗務員（８勤務）に対し，年休を付与しない代わりに高い歩合率を

保障しようとする趣旨であった。

しかし，組合は，被告に対し，定時制乗務員（８勤務）にも年休を付与するよう

要求した。被告は，労働基準法に違反してまで年休を付与しないのは妥当でないか

ら，組合の要求をいれることとし，その代わりに年休を付与しないことが前提とな

っていた高い歩合率を引き下げることとした。なお，賃金の著しい減少を避けるた

めに，定時制乗務員（８勤務）に対しては，休日の勤務を減らすなどの配慮をして

いる。

（原告ら）

争う。被告の主張は，賃金引下げの法的根拠とはならない。

第３ 争点に対する判断

１ 前記前提事実及び当該認定箇所に掲記する証拠によって認定できる事実は次

のとおりである。

（１） 被告及びタクシー事業について

ア 被告は，タクシー事業等を目的とする有限会社であり，埼玉県鳩ヶ谷市に本

店を置いている。被告の従業員数は，平成１７年９月２８日現在で１３２名，うち

乗務員は約１１０名である。被告は，５１台のタクシーを保有しており，全車両に

無線設備を搭載している （弁論の全趣旨）。

イ 埼玉県南部（川口市，蕨市，戸田市，鳩ヶ谷市，さいたま市，上尾市及び伊

奈町）には，５１社のタクシー会社があり，被告会社はタクシーの保有台数からす

ると平均的な規模のタクシー会社である （乙５２）。

ウ タクシー事業を含む一般乗用旅客自動車運送事業については，平成１２年５

月法律第８６号（平成１４年２月１日施行）による道路運送法の改正で，国土交通

大臣の運賃等に対する許認可が緩和され，新規事業者が参入したり，既存事業者に

おいてタクシーの保有台数を増加させたりしており，競争が激しくなっている。そ
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， 。（ ， ）の一方で タクシー運転者の賃金は漸減する傾向にある 乙４０ 弁論の全趣旨

（２） タクシー運転者は，タクシー事業の性質上，使用者の指揮命令を受けにく

い場所で就労する機会がほとんどで，そのため歩合給が広く採用されている。

歩合給の計算方法には様々な類型があるが，被告が正乗務員，嘱託乗務員及び定

時制乗務員（８勤務）に対して適用しているいわゆる累進歩合制は，長時間労働を

誘発し，年休の取得を抑制する効果を持つものとして 「自動車運転者の労働時間，

等の改善のための基準について（平成元年３月１日旧労働省労働基準局発第９３号

通達 」で，廃止するよう指導されている。なお，上記通達は，労働基準法附則１）

３６条の規定に従い，年休を取得したとき，不当に賃金額を減少させないものとす

ることを求めている （甲１２，１３）。

（３） 本件の仮想営収方式と健保日額方式がどのような違いをもたらすかについ

て，年休取得回数の多い原告Ａ－４の平成１７年３月分の賃金を例に検討する。

ア 原告Ａ－４の平成１７年２月分の実際の営業収入額は５０万４５７０円，仮

想営業収入額を加算した総営業収入額は５８万４５７０円である。

イ 原告Ａ－４の平成１７年３月分の実際の営業収入額は，４５万５０５０円で

あり，２回（４日分）年休を取得した。

（ア） 仮想営収方式による場合

平成１７年２月分の総営業収入額が５７万円以上なので１日当たり２万円，合計

８万円が仮想営業収入として実際の営業収入額に加算され，総営業収入額は５３万

５０５０円となる。すると，別紙２賃金規定（１）によれば，賃金は次のとおりと

なる。

５３万５０５０円×５９％＝３１万５６７９円

（イ） 健保日額方式による場合

平成１７年３月分の実際の営業収入額を基準に歩合率等を決定するので，賃金は

次のとおりとなる。

４５万５０５０円×５３％＝２４万１１７７円（円未満切上げ）
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これに，健康保険法９９条１項に定める標準報酬日額（１万円）による年休日数

分の年休手当が加算される。

２４万１１７７円＋１万円／日×４日＝２８万１１７７円

なお，平均賃金方式によった場合であっても，標準報酬日額に代えて平均賃金を

用いるだけで，ほぼ同様の結果となる。

（ウ） 年休を取得しなかった場合

， 。原告Ａ－４が年休を取得しなかった場合 どの程度の賃金を得た可能性があるか

原告Ａ－４は，８回の勤務で４５万５０５０円の営業収入があり，１回（２日間）

当たり平均して５万６８８１円の営業収入があることになる。これを元にすると，

原告Ａ－４が年休を取得しなかった場合，次の営業収入を得たであろうと仮定する

ことができ，その賃金は次のとおりとなる。

４５万５０５０円＋５万６８８１円／回×２回＝５６万８８１２円

５６万８８１２円×６０％＝３４万１２８７円

ウ 以上によると，仮想営収方式と健保日額方式との差額は，

３１万５６７９円－２８万１１７７円＝３万４５０２円

であり，仮想営収方式による方が賃金の額は高くなり，この傾向は年休取得日数が

多いほど顕著になる。

また，年休を取得しなかった場合の仮定賃金と仮想営収方式及び健保日額方式に

よる賃金を比較すると，

（仮想営収方式）

３４万１２８７円－３１万５６７９円＝２万５６０８円

（健保日額方式）

３４万１２８７円－２８万１１７７円＝６万０１１０円

であり，仮想営収方式にせよ，健保日額方式にせよ，年休取得時の賃金は年休を取

得しなかった場合に比べて，相当程度減少する可能性があり，その程度は健保日額

方式によった場合の方が歩合率の低下を伴うため，著しく大きくなるといえる。
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なお，年休取得時の賃金が年休を取得しなかった場合に比べて減少する要因は，

被告の採用する累進歩合制によるところが大きい。すなわち，被告の採用する累進

歩合制は歩合率が営業収入の額に応じて約３万円刻みで４０％から６１％まで大き

く変化するようになっており，仮想営収方式によった場合でも，仮想営業収入の額

が年休を取得しなかった場合に得られる営業収入を一定程度下回ると，その差額に

よって歩合率の減少を生じ，結果的に年休取得時の賃金をより大きく減少させる。

（前記前提事実（１）ア（イ （２）ア（イ）及び（３）ア（ア ））， ）

（４） 原告ら乗務員の労働条件について

ア 平成１４年２月ころまでの状況

乗務員のうち正乗務員及び嘱託乗務員に対しては，年休が付与されており，年休

取得時の賃金は，平成５年７月２０日以降入社した者も含めて，被告の労働者の集

まりであるｂ会と被告との間で作成された平成５年７月２０日付け協定書に基づい

て仮想営収方式で算定されていた。

一方，乗務員のうち定時制乗務員に対しては，年休が付与されていなかった。

（前記前提事実（３）ア（イ）及び（３）イ）

イ 平成１４年３月ころから組合結成までの状況

（ア） 被告は，一般乗用旅客自動車運送事業に対する国土交通大臣の許認可を緩

和した改正道路交通法が施行された直後である平成１４年３月ころ，班長（業務管

理のため乗務員で組織された班を管理する役職者）の集まりにおいて，年休取得時

の賃金について，仮想営収方式を廃止し，平均賃金方式を導入したい旨提案した。

乗務員らは，班長を中心にして，上記被告の提案に反対した （乙６１，弁論の全。

趣旨）

（イ） 被告は，平成１４年６月１日，新しい就業規則を起案し，乗務員に対する

説明会などを行った。被告は，当時の従業員の代表者とされる原告Ｂ－８から，平

成１４年８月２９日に，この就業規則の内容に同意する旨の回答が得られたと理解

した（原告Ｂ－８はこの点を否定しており，同意したかどうかは判然としない 。。）
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被告は，平成１４年８月２９日，上記就業規則を川口労働基準監督署に届出し，同

年９月１日から施行した。

しかし，この就業規則には，乗務員の年休取得時の賃金の取扱いについての規定

は見あたらない。

， （ ） ，被告は 平成１４年９月１日以降に雇用した乗務員 再雇用も含む に対しては

年休取得時の賃金を平均賃金方式により支払うようになった。年休取得時の賃金の

計算方法を変更したことは，平均賃金方式を適用しない平成１４年９月１日までに

雇用した正乗務員及び嘱託乗務員に対しては知らされていなかった （甲２の１か。

ら１１まで，乙７の２，８，１０，１１，６０，６１）

ウ 組合の結成から平成１６年６月１６日付け労働協約までの状況

（ア） 乗務員の有志は，平成１５年９月１６日，組合を組織し，自交総連埼玉地

方連合会の支援を得て，被告と団体交渉を開始した。組合の交渉担当者は，執行委

員長の原告Ａ－１３であった。

被告は，当初，総括責任者のＸ及び労務の担当者であるＹが交渉に当たった。被

告は，平成１５年１２月ころ，社会保険労務士のＺに対し，人事及び労務全般につ

いての業務を委託し，それ以降の交渉は主にＺが担当した。なお，Ｚは，平成１７

年１２月２０日まで，被告の人事及び労務の業務全般を担当した。

組合と会社との間の交渉は，当初難航し，団体交渉の参加者や実施方法など前提

事項についてすら合意がままならない状況にあった。

（前記前提事実（１）イ，乙１から５まで，７の１，６１）

（イ） 組合は，平成１６年２月，埼玉県地方労働委員会に対し，不誠実な団体交

渉などの不当労働行為を理由に申立てを行うなどした （乙６１，弁論の全趣旨）。

（ウ） 組合と被告の間の交渉は，埼玉県地方労働委員会に対する申立て後，若干

の改善が見られ，組合の掲示板の設置（平成１６年４月２０日付け）や歩合による

賃金の一部を賞与として７月及び１２月に支給する取扱いの廃止（平成１６年５月

２０日付け ，自動車事故の防止，対策及び処分等の取扱い（平成１６年５月２５）
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日付け ，給与及び賞与の取扱い（平成１６年５月２５日付け ，増車を行う際に） ）

組合に対し事前説明を行うこと（平成１６年５月２５日付け）など，一定の問題に

ついて合意に至った （乙１３，１６の３，１７の１から３まで，６１）。

（エ） 被告は，平成１６年４月２０日，組合に対し，① 年休取得時の賃金につ

き平均賃金方式を導入すること，乗務員の収入の急激な減少を防ぐため，仮想営収

方式によって賃金を支給されている者について，６か月間，差額を補償すること，

② 定時制乗務員の年休は，平均賃金方式が導入された後に是正することを提案し

た。

組合は，賃金水準が低下するとの理由で平均賃金方式の導入に反対しており，当

時の賃金水準を維持するよう求めるとともに，年休が付与されていない乗務員及び

年休取得時の賃金が平均賃金方式により算定されているために年休を取得しにくい

乗務員の勤務条件の改善を求めた。被告は，これに対し，① 年休が付与されてい

ない乗務員に対して年休を付与すること，② 年休取得時の賃金が平均賃金方式に

より算定されている乗務員を含め，すべての乗務員に対し，６か月間，仮想営収方

式による賃金を支払うこと，③ 平成１６年１２月２１日から平均賃金方式を実施

することを内容とする譲歩案を提示した。

組合執行委員長の原告Ａ－１３は，Ｚに対し，被告の譲歩案につき，平均賃金方

式の実施時期が明示されているのでは，組合をまとめられない，何とかしてほしい

と強く要望した。Ｚは 「平均賃金方式の実施は，平成１６年１２月２１日を目途，

とする 」との条項案を作成した上，被告代表者ほか役員に対し，交渉をまとめる。

ためにここまで築き上げた労使関係を一層発展させるべきであるし，その信頼関係

があれば必ず平成１６年１２月２１日から平均賃金方式の実施が可能になると信じ

ていると述べて，被告代表者らを説得し，被告代表者もこれに同意した。

被告代表者は，平成１６年６月１６日，原告Ａ－１３から，今後想定される定時

制乗務員の賃金減額を含む労働条件の改定について，誠心誠意努力することを一個

人として誓約する旨の書面を差し入れさせた上で，平成１６年６月１６日付け労働
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協約を締結した。

（前記前提事実（４ ，乙１２，５８，６１））

エ 平成１６年６月１６日付け労働協約後の状況

（ア） 被告は，平成１６年６月１６日付け労働協約後，定時制乗務員に対して，

年休の付与開始時期は平成１６年６月２１日から６か月が経過した時であると主張

して，年休取得時の賃金の支払をしなかった （乙２０の１）。

（イ） 組合は，平成１６年７月７日以降，被告との間で，定時制乗務員に対し直

ちに年休を付与することなどを求めて交渉を行った。被告は，平成１６年８月１９

日付け労働協約において，ようやく，定時制乗務員に対する年休の付与を認め，未

払分を含めて年休取得時の賃金を支払った。

組合と被告は平成１６年８月以降も団体交渉を継続的に行ったが，平成１６年１

， 。２月ころまでの間 年休取得時の賃金の取扱いについて協議されることはなかった

（前記前提事実（５ ，甲３，乙２０から４８まで（各枝番を含む ）） 。）

（ウ） 被告は，平成１６年１２月２１日，事務所に平成１６年６月１６日付け労

働協約に基づき，同日から平均賃金方式を実施する旨の張り紙をした。また，被告

は，同日，定時制乗務員（８勤務）の収入を安定させるとともに会社経営の観点か

ら，定時制乗務員（８勤務）の歩合率につき，営業収入の額が２８万円以上である

場合は５０％，２８万円未満である場合は４０％とする旨の張り紙をした （この。

取扱いは，すべての定時制乗務員（８勤務）の歩合率を従前の水準から引き下げて

賃金を低い水準に押さえ，会社の収益を確保し，これにより経営を安定させようと

いう狙いであった ）。

（前記前提事実（６ ，甲５，乙４９））

（エ） 組合は，平成１７年１月８日，被告に対し，平成１６年６月１６日付け労

働協約は平成１６年１２月２１日を目途として平均賃金方式を導入できるよう，組

合と被告とが協議を行うとの趣旨であり，組合との合意がない以上，平均賃金方式

の導入は認められないとの申入れを行った。
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被告は，平成１７年１月２８日，平均賃金方式の実施を見送り，当面の間，仮想

営収方式を続行する旨の張り紙をした。

（前記前提事実（６ ，甲６，７））

（ ） ， ， ， ，オ 被告は 平成１７年２月１３日 組合に対し 平成１７年２月２１日から

① 年休取得時の賃金を健保日額方式により支払うこと，② 定時制乗務員（８勤

務）の歩合率を，営業収入の額が２８万円以上の場合は５０％，２８万円未満の場

合は４０％とすることを申し入れた。

被告は，組合の同意を得ないまま，上記の取扱いを強行した。組合は，これに反

撥して，川口労働基準監督署に対し通報するなどした。

（前記前提事実（７ ，甲８，弁論の全趣旨））

（カ） 川口労働基準監督署は，平成１７年５月９日，被告に対し，① 労働者の

過半数で組織する労働組合との書面による協定がないにもかかわらず，年休取得時

の賃金を健保日額方式で支払うことにした点について是正勧告をした。また，この

是正勧告に付随して，② 累進歩合制は過重労働を助長するおそれがあり，また，

年休取得者の賃金が著しく低額となる等問題があるため労使で協議の上，廃止する

こと，③ 定時制乗務員（８勤務）の歩合率変更につき，同意がなく行われている

ことが窺われるので改善すること，④ 仮想営収方式の廃止等の労働条件の不利益

変更は，労使の協議を十分に行い，その必要性や代替措置の有無等説明義務を尽く

す必要があることなどの点が指導された。

被告は，平成１７年７月９日，川口労働基準監督署に対し，上記①につき，労働

者の過半数で組織する労働組合との書面による協定が存在しないことを認め，従前

の基準に戻すこと，上記②につき，廃止する方向で被告から提案を行うこと，上記

③につき，変更後の歩合率で納得してもらえるよう説明を尽くすことなどを内容と

する是正報告書を提出した。

（甲１４，１５）

（５） なお，被告は，本訴提起後の平成１８年２月６日，川口労働基準監督署に
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対し，上記（４）エ（オ）と同様の労働条件変更を内容とする就業規則変更を届け

出ている。この届出に際し，組合に対する意見聴取が行われたが，組合はこれを拒

否した （甲１０，１１，乙５４）。

以上の事実が認められ，これを覆すに足りる証拠はない。

２ 争点①（年休取得時の賃金の計算方法）について

（１） 平成１６年６月１６日付け労働協約によれば 「制度そのものの改定は行，

わない」との文言が何を指すのかはさておき，すべての乗務員との関係で平均賃金

方式が実施されるまでの間は仮想賃金方式によることは明らかである。

（２） 被告が主張するような合意，すなわち，平成１６年１２月２１日又は被告

において指定した数か月程度後の日から平均賃金方式を実施する旨の合意が成立し

たか検討する。

ア 前記前提事実（４）のとおり，平成１６年６月１６日付け労働協約には，平

均賃金方式の実施時期について，平成１６年１２月２１日を目途とするとの記載が

あるだけで，確定的な実施時期の定めはないというほかない。

イ 前記認定事実によれば，組合は，その結成以来，被告の採用する累進歩合制

を維持したままで仮想営収方式を廃止して平均賃金方式を実施すると，年休取得時

の賃金が著しく低くなり，年休の取得が困難になるとして平均賃金方式の実施に一

貫して反対してきたこと，一方，被告は平均賃金方式の実施を試みてきたが，いず

れも乗務員の反対から実現できずにいたこと，組合と被告は平成１６年４月２０日

以降実務的な事柄について合意を形成できるようになるなど関係が改善する傾向に

あったこと，被告側に立って組合との交渉を行っていたＺは，上記認定の状況を背

景として，組合との関係を維持発展させていけば平均賃金方式について同意が得ら

れるものと考え，平均賃金方式の実施時期を明確にせずに「平成１６年１２月２１

日を目途とする」との案文を作成し，被告代表者らに対し，労使関係を一層発展さ

せるべきであるし，その信頼関係があれば必ず平成１６年１２月２１日から平均賃

金方式の実施が可能になると信じているとの説得を行い，その結果，被告代表者に
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おいて，平成１６年６月１６日付け労働協約に同意するに至ったこと，しかし，平

成１６年６月１６日付け労働協約の取扱いについて疑義が生じ，平成１６年８月１

９日付け労働協約が締結されるなどしたため平均賃金方式の導入時期についての交

渉が行われなかったことが認められる。

ウ 以上によれば，平成１６年６月１６日付け労働協約は，平均賃金方式の実施

時期を定めたものではなく，その実施時期は新たな労働協約によって決定すべきこ

とを合意したものというべきであり，これを覆すに足りる証拠はない。

エ 被告は 「目途」という表現があるのは，被告において，乗務員側の状況を，

判断し，時期尚早と判断した場合，平成１６年１２月２１日から数か月程度延期す

ることがあり得るという程度の意味である旨主張する。

しかしながら，労使の交渉において合意文書が作成されるのは，まさにこのよう

に，どのような合意が成立したかという点でそごを防止するためであること，本件

についてみると，労使双方の交渉の鍵となった平均賃金方式による実施時期につい

て「目途」という曖昧で具体性のない文言で表現されており，具体的な時期につい

ては双方の話合いで決められることを予定したものであろうと思われ，その文言自

体や平成１６年６月１６日付け労働協約が締結された経緯に照らして，被告主張の

合意が成立したとは認め難い。このほか，本件全証拠によるも被告主張の合意を認

めるに足りる証拠はない。

（３） 以上によれば被告の主張は理由がない。

３ 争点②（定時制乗務員（８勤務）の歩合率引下げ）について

この点に関する被告の主張は，定時制乗務員（８勤務）の賃金算定の基準となる

歩合率を変更するに至る被告側の事情を明らかにしているに止まり，主張内容それ

自体から，例えば，労働協約の成立や就業規則変更というような正当理由とならな

いことは明らかであり，失当と言わざるをえない。

第４ 結語

したがって，原告らの請求は，すべて理由があるから，これを認容することとし
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て，主文のとおり判決する。

さいたま地方裁判所第５民事部

裁 判 長 裁 判 官 小 島 浩

裁 判 官 岩 坪 朗 彦

裁 判 官 小 野 寺 健 太
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